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[図 (57) Abstract: Disclosed i s a glass packaging structure
comprising a plurality o f laminated glass plates and a plu
rality o f sheet-shaped buffer materials inserted between
laminate faces o f the glass plates, wherein the buffer mate
rial has a smaller area than the laminate face o f the glass;
the plurality o f buffer materials are arranged so that the
ends o f adjacent buffer materials d o not overlap; [Mathe
matical formula 1] |t - t ave| < 0.12 x t ave, and [Mathemati
cal formula 2 ] | t ave - tmi | < 0 . 12 x t ave are satisfied wherein
t i t o t respectively represent thicknesses o f the plurality o f
buffer materials according to JIS P 8 1 18 (n i s the number
o f buffer materials, and i s an integer o f 2 or more), t ave rep
resents an arithmetic average value o f the thicknesses o f the
n-pieces o f buffer materials, and t represents the maxi
mum value and tm represents the minimum value o f the
thicknesses t i t o t o f the plurality o i buffer materials; and
the distance between the ends o f the adjacent buffer materi
als i s 0 to 20 mm.

(57) 要約： 本発明は、積層 され た板状の複 数の
ガラス と、各 ガラスの積層面間に複数枚挿入 さ
れ たシー ト状の緩衝材 と、 を有す るガラス梱包
構造で あって、前記緩衝材 は、前記 ガラスの積
層 面 よ りも小 さい面積 を有 し、複 数 の緩 衝 材
は、隣 り合 う緩衝材の各端部が重な らないよ う
に配置 し、前記複 数の緩衝材の J I S P 8
1 8 に基 づ く厚 さをそれぞれ t ~ t ( n は
緩衝材の枚数で あ り、 2 以上の整数）、前記 n

枚の緩衝材の厚 さ算術平均値 を t 前記複数の緩衝材の厚 さ t ~ t nの うち最大値 を t m s x 、最小値
を t m i n とす るとき、 【数 1 】 | t - t ≤ 0 . 1 2 x t s v e 及び 【数 2 】 | t t m i n | ≤
0 . 1 2 x t s v e を満足 し、隣 り合 う緩衝材の端部 同士の間隔が、 0 2 O m m で あるガラス梱包構造 に
関す る。
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明 細 書

発明の名称 ：ガラス梱包構造及びガラス梱包方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、ガラス梱包構造及びガラス梱包方法に係り、特にガラスを積層

した状態で梱包するガラス梱包構造及びガラス梱包方法に関する。

背景技術

[0002] 例えば、液晶ディスプレイ装置等に使用されるガラス基板は、ガラス工場

で製造された後に トラック等に積み込まれてディスプレイ用パネル工場に搬

送される。そのため、ガラス基板は、輸送途中に積層面 （主平面）が損傷 し

ないように各ガラス基板間に緩衝材を介在させて梱包される。

[0003] 従来のガラス梱包構造では、例えば、搬送用ロボットにより各ガラス基板

を積層する際に各ガラス基板間にガラス基板よりも大きい面積を有するシ一

卜状の緩衝材を介在させて各ガラス基板の積層面同士が接触 しないように梱

包している （例えば、特許文献 1参照）。

[0004] 緩衝材としては、紙 （合紙）、あるいは樹脂フイルムなどが使用されてお

り、各ガラス基板を積層する際に 1枚ずつ、各ガラス基板上に載置され、そ

の上に次のガラス基板が積層される。近年、ガラス基板は、ディスプレイの

大型画面化に伴って第 8 世代サイズと呼ばれる大面積のものが製造されてい

る。この第 8 世代サイズのガラス基板は、長辺 X 短辺が 2 . 5 m X 2 . 2 m

又は 2 . 4 m X 2 . 1 m である。そして、ガラス基板の大型化に伴って、積

層される各ガラス基板間に介在される緩衝材もより大型化 している。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：日本国特開 2 0 0 6 — 3 2 7 6 4 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0006] しかしながら、上記のように大型化された各ガラス基板を積層 して梱包す



る工程では、各ガラス基板の積層面間に介在 させる緩衝材が大型化すること

により、緩衝材をガラス基板上に移動させる際の取 り扱いが困難 になってい

た。例えば、緩衝材に皺や折れ曲が りが発生 しないように移動させることが

難 しいという問題があった。

[0007] また、緩衝材の大型化に伴 って緩衝材の製造 コス トがより高価 になるとい

う問題 もある。

[0008] 上記のような問題 を解消する方法 と して、 ガラス基板 よりも小さいサイズ

に形成 された複数の緩衝材をガラス基板間に介在 させることが検討されてい

る。 しか しなが ら、 この方法では、緩衝材の端部 （縁辺）に応力が集中する

現象、いわゆるエ ッジ効果 （e d g e e f f e c t ) によ り、 ガラス基板

の積層面を損傷する問題や、緩衝材の構成成分がガラス基板へ汚れ と して付

着 し取 り除 くことが困難 になるといった問題があった。特 に緩衝材の端部同

士が重なると前記の問題がより顕著 になる。 また、緩衝材の端部間の離間距

離が大 きいと、積層されたガラス基板がその自重により緩衝材の端部の角部

に押圧されて前述のようなエ ッジ効果による損傷や汚れが発生する問題 に加

えて、 ガラス基板同士が直接接触 して損傷するおそれがある。

[0009] そこで、本発明は上記事情 に鑑み、上記課題 を解決 したガラス梱包構造及

びガラス梱包方法を提供することを目的とする。すなわち、 ガラスが大型化

した場合であっても、緩衝材の大型化 とガラスの品質低下を伴 うことな く、

ガラスを積層 して梱包するための構造およびガラス梱包方法を提供すること

を目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 上記課題 を解決するため、本発明は以下のような手段 を有する。

( 1 ) 本発明は、積層された板状の複数のガラスと、各ガラスの積層面間に

複数枚挿入されたシ一 卜状の緩衝材 と、 を有するガラス梱包構造であって、

前記緩衝材は、前記ガラスの積層面よりも小さい面積 を有 し、複数の緩衝

材は、隣 り合 う緩衝材の各端部が重な らないように配置 し、

前記複数の緩衝材の 」 I S P 8 1 1 8 に基づ く厚 さをそれぞれ t ~ t



n ( n は緩衝材の枚数 であ り、 2 以上の整数）、前記 n 枚 の緩衝材の厚 さ算術

平均値 を t a v e、前記複数 の緩衝材の厚 さ t ，~ t nの うち最大値 を t ma x、最

小値 を t m i n とするとき、

[001 1] [ 数 1]

I t m a - t a e | ≤ 0 . 1 X t a e

[001 2] 及び

[001 3] [ 数 2]

一t m n I ≤ 0 . 1 X t a e

[0014] を満足 し、

隣 り合 う緩衝材の端部 同士の間隔が、 0 ~ 2 O m m である。

( 2 ) 前記緩衝材の前記 ガラスに接 する端部 の先端 の厚 さが、 J I S P

8 1 1 8 に基づ き測定 された前記緩衝材の厚 さよ りも薄 い。

( 3 ) 前記緩衝材の端部 は、前記 ガラスに接 する接触面 に対 して 9 0 ° 以上

の方向に湾曲する曲面が形成 され る。

( 4 ) 前記緩衝材の端部 は、前記 ガラスに接 する接触面 に対 して 9 0 ° 以上

の方向に傾斜 する傾斜面が形成 され る。

( 5 ) 前記緩衝材の端部 は、角部 が前記 ガラスに接 する接触面 に対 して 9 0

° 以上の方向に傾斜 するように面取 りされている。

( 6 ) 各緩衝材の端部 同士の突 き合わせ部 は、隣 り合 う各 ガラスの積層面 に

対 して異 なる位置 に形成 され るようにず ら した。

( 7 ) 前記緩衝材 は、紙 または樹脂 フ イル ム によ り形成 され る。

( 8 ) 本発明は、積層 された板状 の複数 のガラス と、各 ガラスの積層面間に

複数枚揷入 されたシ一 卜状 の緩衝材 と、 を有 するガラス梱包方法であ って、

前記緩衝材 は、前記 ガラスの積層面 よ りも小 さい面積 を有 し、複数 の緩衝

材 は、隣 り合 う緩衝材の各端部 が重な らないように配置 し、



前記複数 の緩衝材 の 」 I S P 8 1 1 8 に基 づ く厚 さをそれ ぞれ t ~ t

( n は緩衝材 の枚数 であ り、 2 以上 の整数 ）、前記 n 枚 の緩衝材 の厚 さ算術

平均値 を v e、前記複数 の緩衝材 の厚 さ t nの うち最大値 を

小値 を t , とす る とき、

[001 5] [ 数 3]

- a v e | ≤ 0 . 1 X

[001 6] 及 び

[001 7] [ 数 4 ]

2 X t

[001 8] を満 足 し、

隣 り合 う緩衝材 の端部 同士の間隔が、 0 ~ 2 O m m であ る。

( 9 ) 前 記緩衝材 の前記 ガラスに接 す る端部 の先端 の厚 さが、 J I S P

8 1 1 8 に基 づ き測定 された前記緩衝材 の厚 さよ りも薄 い。

( 1 0 ) 前 記緩衝材 は、紙 または樹脂 フ イル ム によ り形成 され る。

( 1 ) 前 記緩衝材 の端部 は、角部 が前記 ガラスに接 す る接触面 に対 して 9

0 ° 以上 の方 向 に傾斜面 または曲面 が形成 され るよ うに予め加工 されている

( 1 ) 各緩衝材 の端部 同士の突 き合わせ部 は、 隣 り合 う各 ガラスの積層面

に対 して異 な る位置 に形成 され るよ うにず ら した。

発 明の効果

[001 9] 本 発 明 によれ ば、 ガラスの積層面 よ りも小 さい面積 を有 す る複数 の緩衝材

を各 ガラスの積層面 間 に介在 させ、且 つ複数 の緩衝材 の各端部 が重 な らない

よ うに近接 させ、 隣 り合 う各緩衝材 の端部 同士の間隔 を所定値以下 にす るた

め、複数 の緩衝材 の縁部 が重 な って ガラスの表面 を損傷 させて しまうことが

な く、且 つ緩衝材 の面積 が小 さ くな る ことで緩衝材 をガラス表面 に載置 す る



際に緩衝材が皺になりにくくなつて梱包作業が効率良く行なうことができる

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1] 図 1 は、本発明によるガラス梱包構造の一実施例を示す正面図である。

[図2] 図 2 は、本発明によるガラス梱包構造を上方からみた平面図である。

[図3] 図 3 は、積層されたガラスの積層面間に緩衝材を介在させた状態を拡大

して示す縦断面図である。

[図4A] 図 4 A は、変形例 1 の緩衝材の端部を拡大して示す縦断面図である。

[図4B] 図 4 B は、変形例 1 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を

拡大して示す縦断面図である。

[図5A] 図 5 A は、変形例 2 の緩衝材の端部を拡大して示す縦断面図である。

[図5B] 図 5 B は、変形例 2 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を

拡大して示す縦断面図である。

[図6A] 図 6 A は、変形例 3 の緩衝材の端部を拡大して示す縦断面図である。

[図6B] 図 6 B は、変形例 3 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を

拡大して示す縦断面図である。

[図7A] 図 7 A は、変形例 4 の緩衝材の端部を拡大して示す縦断面図である。

[図7B] 図 7 B は、変形例 4 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を

拡大して示す縦断面図である。

[図8] 図 8 は、変形例 5 のガラス梱包構造を上方からみた平面図である。

[図9] 図 9 は、変形例 5 のガラス梱包構造を拡大して示す縦断面図である。

発明を実施するための形態
[0021 ] 以下、図面を参照 して本発明を実施するための形態について説明する。

実施例 1
[0022] 図 1 は、本発明によるガラス梱包構造の一実施例を示す正面図である。図

2 は本発明によるガラス梱包構造を上方からみた平面図である。

[0023] 図 1 及び図 2 に示されるように、ガラス梱包構造 1 0 は、搬送用ロボット

により所定の大きさ （例えば、第 8 世代サイズ）に形成されたガラス基板 2



0 を積層する工程で、各ガラス基板 2 0 の積層面間に n枚 （少なくとも2 枚

) の緩衝材 3 0 を介在させるように構成されている。また、緩衝材 3 0 のガ

ラスとの接触面積はガラス基板 2 0 の接触面積 （主平面）の面積よりも小さ

いものが用いられる。本発明では緩衝材 3 0 の接触面積は任意で良い。たと

えば長辺A m m、短辺 B m mのガラスであれば、緩衝材の n数に応 じて緩衝

材 3 0 のガラス基板 2 0 との接触寸法はA m m以下、 B m m以下の任意の寸

法を決めて使用すればよい。仮に2 枚の緩衝板を使う場合の接触寸法は長辺

0 . 5 A m m以下、短辺 B m m以下とするのが好ましく長辺A m m以下、短

辺 0 . 5 B m m以下としても良い。

[0024] 緩衝材 3 0 は、厚さの薄い （例えば、厚さ= 0 . 0 5 0 m m~ 0 . 0 9 5

m m程度）のシ一 卜状に形成された紙 （合紙）または、樹脂フイルムなどに

より形成されている。また、緩衝材 3 0 は、少なくとも長辺又は短辺のいず

れか一方が従来の緩衝材の約半分の長さになるため、皺になりにくくハン ド

リング性が向上 し、梱包作業が簡便化すると共に、コス トも安価に抑えられ

る。

[0025] また、ガラス基板 2 0 の積層面間に2 枚の緩衝材 3 0 を隣り合うように配

置する際は、各緩衝材 3 0 の端部 3 2 間の離間距離が一定になるように平行

に配置すると共に、ガラス基板 2 0 の外周縁部よりも緩衝材 3 0 の周縁部が

はみ出すように配置する。さらに、隣り合う2 枚の緩衝材 3 0 の端部 3 2 同

士がガラス基板 2 0 の中央部分で重ならないようにするため、各緩衝材 3 0

の端部 3 2 同士の間隔S が 0 m m以上〜 2 0 m m以下となるように設定する

[0026] ここで、各緩衝材 3 0 と、各緩衝材 3 0 の端部 3 2 同士の間隔S の設定条

件について説明する。

[0027] 各緩衝材 3 0 と、間隔S の設定条件は、複数の緩衝材 3 0 の」 I S P

8 1 1 8 ( 9 9 8 ) に基づく厚さをそれぞれ t ，~ t n ( n は緩衝材の枚数

であり、 2 以上の整数）、前記 n枚の緩衝材の厚さ算術平均値を t a v e、前記

複数の緩衝材の厚さ t ，~ t nのうち最大値を t ma x、最小値を t m i nとすると



さ

[0028] [ 数 5]

t m a - t a e ≤ 0 . 1 2 X t a v e · · · ( A )

[0029] [ 数 6]

1 a e - t m i I ≤ 0 . 1 2 X t a v e · · · ( B )

[0030] 上記 2 式 （A ) 及び （B ) を共に満足 し、且つ隣 り合 う各緩衝材 3 0 の端部

3 2 同士の間隔 S が、 0 ~ 2 O m m となるようにする。 ここで、 t ma x側の係

数が 0 . 1 2 より大きくなると、紙厚の一番厚い紙が突出 し、エッジ部分に

圧力の集中が起 こり、汚れが取れにくくなる。一方、 t m i 』の係数が 0 . 1

2 より大きくなると、一番薄い紙にとな り合 う紙のエツジに圧力の集中が起

こり、汚れが取れにくくなる。

[0031 ] このように、間隔 S の設定条件を規定することにより、隣 り合 う各緩衝材

3 0 の端部 3 2 が必要以上に離れすぎないように各緩衝材 3 0 をガラス基板

2 0 の積層面に配置することが可能になる。そのため、ガラス基板 2 0 を積

層する工程において、上段のガラス基板 2 0 の荷重が各緩衝材 3 0 の平面に

分散される。 これにより、ガラス基板 2 0 は、緩衝材 3 0 の端部 3 2 が接触

する積層面の損傷や汚れが防止され、 またガラス基板同士の接触を防止でき

る。

[0032] また、前記ガラス基板 2 0 に接する前記緩衝材 3 0 の端部 3 2 の先端の厚

さを、 J I S P 8 1 1 8 に基づき測定 した前記緩衝材 3 0 の厚 さより薄

くすることが好ま しい。例えば、緩衝材 3 0 の端部 3 2 をローラなどにより

加圧することで先端を薄 くすることができる。

[0033] そ して、前記緩衝材 3 0 の端部 3 2 の先端を薄 くすることにより、接触す

るガラス基板 2 0 の荷重が緩衝材 3 0 の端部 3 2 に集中することを防止でき

る。



[0034] 次 に変形例について説明する。

[0035] 〔変形例 1 〕

図 4 A は、変形例 1 の緩衝材の端部を拡大 して示す縦断面図である。図 4

B は、変形例 1 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を拡大 して示

す縦断面図である。

[0036] 図 4 A に示されるように、緩衝材 3 0 a の端部 3 2 a は、ガラス基板 2 0

に接する接触面 3 4 a に対 して 9 0 ° 以上の方向に湾曲する曲面 3 6 a が研

磨あるいはプレス加工などにより形成されている。

[0037] 図 4 B に示されるように、ガラス基板 2 0 を積層する工程において、 2 枚

の緩衝材 3 0 a を端部 3 2 a が一定の間隔 S を介 して向き合 うようにガラス

基板 2 0 上に配置する。

[0038] 上記の結果、緩衝材 3 0 a の端部 3 2 a には、曲面 3 6 a が形成されてい

るので、ガラス基板 2 0 の荷重が緩衝材 3 0 a の端部 3 2 a の角部に集中せ

ず、各緩衝材 3 0 a の曲面 3 6 a に分散される。 これにより、ガラス基板 2

0 は、緩衝材 3 0 a の端部 3 2 a が接触するガラス基板 2 0 の損傷やガラス

基板 2 0 への汚れの付着が防止される。

[0039] 緩衝材 3 0 a においても、設定条件が式 （A ) 及び （B ) を共に満足 し、

且つ隣 り合 う各緩衝材 3 0 a の曲面 3 6 a 同士の間隔 S が、 0 ~ 2 0 m m と

なるように設定される。

[0040] 〔変形例 2 〕

図 5 A は、変形例 2 の緩衝材の端部を拡大 して示す縦断面図である。図 5

B は、変形例 2 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を拡大 して示

す縦断面図である。

[0041 ] 図 5 A に示されるように、緩衝材 3 0 b の端部 3 2 b は、角部に面取 り3

6 b が設けられている。 この面取 り3 6 b は、研磨あるいはプレス加工など

によりガラス基板 2 0 に接する接触面 3 4 b に対 して角度 ( = 9 0 ° 以

上）の方向に傾斜するように形成されている。

[0042] 図 5 Β に示されるように、ガラス基板 2 0 を積層する工程において、 2 枚



の緩衝材 3 0 b を端部 3 b が一定の間隔S を介 して向き合うようにガラス

基板 2 0 上に配置する。

[0043] 上記の結果、緩衝材 3 0 b の端部 3 2 b の角部には、面取り3 6 b が設け

られているので、ガラス基板 2 0 の荷重が緩衝材 3 0 b の端部 3 2 b の角部

に集中せず、各緩衝材 3 0 b の面取り3 6 b に分散される。これにより、ガ

ラス基板 2 0 は、緩衝材 3 0 b の端部 3 2 b が接触するガラス基板 2 0 の損

傷やガラス基板 2 0 への汚れの付着が防止される。

[0044] 緩衝材 3 O b においても、設定条件が式 （A ) 及び （B ) を共に満足 し、

且つ隣り合う各緩衝材 3 0 b の端部 3 2 b 同士の間隔S が、 0 ~ 2 O m mと

なるように設定される。

[0045] 〔変形例 3 〕

図 6 A は、変形例 3 の緩衝材の端部を拡大 して示す縦断面図である。図 6

B は、変形例 3 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を拡大 して示

す縦断面図である。

[0046] 図 6 A に示されるように、緩衝材 3 0 c の端部 3 2 c は、傾斜面 3 6 c が

設けられている。この傾斜面 3 6 c は、ガラス基板 2 0 に接する一方の接触

面 3 4 c に対 して角度 ( = 9 0 ° 以上）の方向に傾斜するように研磨あ

るいはプレス加工などにより形成されている。

[0047] 図 6 Β に示されるように、ガラス基板 2 0 を積層する工程において、 2 枚

の緩衝材 3 0 c を端部 3 6 c が一定の間隔S を介 して向き合うようにガラス

基板 2 0 上に配置する。

[0048] 上記の結果、緩衝材 3 0 c の端部 3 2 c には、傾斜面 3 6 c が設けられて

いるので、ガラス基板 2 0 の荷重が緩衝材 3 0 c の端部 3 2 c の角部に集中

せず、各緩衝材 3 0 c の平面及び傾斜面 3 6 c に分散される。これにより、

ガラス基板 2 0 は、緩衝材 3 0 c の端部 3 2 c が接触するガラス基板 2 0 の

損傷やガラス基板 2 0 への汚れの付着が防止される。

[0049] 緩衝材 3 0 c においても、設定条件が式 （A ) 及び （B ) を共に満足 し、

且つ隣り合う各緩衝材 3 0 c の傾斜面 3 6 c 先端同士の間隔S が、 0 ~ 2 0



m m となるように設定される。

[0050] 〔変形例 4 〕

図 7 A は、変形例 4 の緩衝材の端部を拡大 して示す縦断面図である。図 7

B は、変形例 4 の緩衝材をガラスの積層面間に介在させた状態を拡大 して示

す縦断面図である。

[0051 ] 図 7 A に示されるように、緩衝材 3 0 d の端部 3 2 d は、第 1傾斜面 3 6

d 、第 2 傾斜面 3 8 d が設けられている。 この第 1傾斜面 3 6 d 、第 2 傾斜

面 3 8 d は、研磨またはプレス加工などにより夫々ガラス基板 2 0 に接する

接触面 3 4 d に対 して角度 ( = 9 0 ° 以上）の方向に傾斜するように形

成されている。

[0052] 図 7 Β に示されるように、ガラス基板 2 0 を積層する工程において、 2 枚

の緩衝材 3 0 d を端部 3 6 d が向き合 うようにガラス基板 2 0 上に配置する

[0053] 上記の結果、緩衝材 3 0 d の端部 3 2 d には、第 1傾斜面 3 6 d 、第 2 傾

斜面 3 8 d が設けられているので、ガラス基板 2 0 の荷重が緩衝材 3 0 d の

端部 3 2 d の角部に集中せず、各緩衝材 3 0 d の第 1傾斜面 3 6 d 、第 2 傾

斜面 3 8 d に分散される。 これにより、ガラス基板 2 0 は、緩衝材 3 0 d の

端部 3 2 d が接触するガラス基板 2 0 の損傷やガラス基板 2 0 への汚れの付

着が防止される。

[0054] 緩衝材 3 0 d においても、設定条件が式 （A ) 及び （B ) を共に満足 し、

且つ隣 り合 う各緩衝材 3 0 b の第 1傾斜面 3 6 d 、第 2 傾斜面 3 8 d 先端同

士の間隔 S が、 0 ~ 2 O m m となるように設定される。

[0055] 前記変形例 1 〜変形例 4 のように緩衝材 3 0 a ~ 3 0 d の端部 3 2 a ~ 3

2 d を加工するには、端部 3 2 a ~ 3 2 d をローラのような加圧部材で押 し

つぶす方法や切断治具 （カツタ等）で斜めに切断する方法等が例示される。

また、緩衝材 3 0 a ~ 3 0 d がプラスチックフイルムである場合、加熱膨張

させることにより端部 3 2 a ~ 3 2 d を曲面化することもできる。

[0056] 〔変形例 5 〕



図 8 は、変形例 5 のガラス梱包構造を上方か らみた平面図である。図 9 は

、変形例 5 のガラス梱包構造を拡大 して示す縦断面図である。

[0057] 図 8 に示されるように、ガラス梱包構造 4 0 は、 ガラス基板 2 0 を積層す

る工程で、各ガラス基板 2 0 の積層面間に大きさの異なる 2 枚の緩衝材 3 0

e 、 3 0 f を介在 させるように構成されている。緩衝材 3 0 e 、 3 0 f は、

夫々ガラス基板 2 0 の積層面の面積のよりも小さい面積のものが使用され、

例えば、第 1 の緩衝材 3 0 e の短辺長さ L が第 2 の緩衝材 3 0 f の短辺長

さ L 2 より小さい （L 1 < L 2 ) 。

[0058] 第 1 の緩衝材 3 0 e の短辺長さ L は、 2 枚の緩衝材 3 0 e 、 3 0 f を並

ベたときの合計横幅寸法 L の半分以下 （L 1 L / 2 ) であ り、第 2 の緩衝

材 3 0 f の短辺長さ L 2 は、前記 L の半分以上 （L 2 L / 2 ) となるよう

に裁断されている。なお、 L 1 と L 2 との差は 1 m m以上あることが好ま し

く、より好ま しくは 2 O m m以上であ り、さらに好ま しくは 4 O m m以上が

良い。

[0059] そのため、 2 枚の緩衝材 3 0 e 、 3 0 f をガラス基板 2 0 上に並べて端部

3 2 同士が互いに向き合 うように配置すると、隣 り合 う端部 3 2 間の間隔 S

は、ガラス基板 2 0 の中心線 0 よりX 方向にずれた箇所に位置する。 この

ように間隔 S をもって隣 り合 う端部 3 2 のことを緩衝材の端部同士の突き合

わせ部 と呼ぶ。

[0060] また、変形例 5 のガラス梱包構造 4 0 においても、前述 したように式 （A

) 、 ( B ) を共に満足 し、且つ隣 り合 う端部 3 2 間の間隔 S が、 0 ~ 2 0 m

m となるように設定される。

[0061 ] なお、変形例 5 のガラス梱包構造 4 0 においても、前述 した変形例 1 〜変

形例 4 の端部 3 2 形状 を適宜用いても良い。

[0062] 図 9 に示されるように、ガラス基板 2 0 を積層する工程において、ガラス

基板 2 0 _ 1 とガラス基板 2 0 — 2 の間に載置される 2 枚の緩衝材 3 0 e 、

3 0 f は、第 1 の緩衝材 3 0 e を図 9 中左側に配置 し、第 2 の緩衝材 3 0 f

を図 9 中右側に配置する。 この場合、隣 り合 う端部 3 2 間の間隔 S は、ガラ



ス基板 2 0 の中心線 0 よりX 方向にずれた箇所に位置する。

[0063] また、ガラス基板 2 0 —2 とガラス基板 2 0 —3 の間に載置される2 枚の

緩衝材 3 0 e 、 3 0 f は、第 1 の緩衝材 3 0 e を図 9 中右側に配置 し、第 2

の緩衝材 3 0 f を図 9 中左側に配置する。この場合、隣り合う端部 3 2 間の

間隔S は、ガラス基板 2 0 の中心線 0 よりX 2 方向にずれた箇所に位置する

[0064] このように、緩衝材 3 0 e 、 3 0 f の配置を交互に反転することで、端部

3 間の間隔S の位置がガラス基板 2 0 の中心線 0 の左側または右側にずれ

ることになる。

[0065] その結果、積層された各ガラス基板 2 0 の同 じ位置に、間隔S による僅か

な撓みが集中することを防止できる。

[0066] さらに、緩衝材 3 0 とガラス基板 2 0 との分離を迅速に行うために緩衝材

の一部にくりぬき部を設けたり、取り除いた後の緩衝材の処分を簡便にする

ために緩衝材の一部にミシン目 （p e r f o r a t i o n ) を設けたりして

もよい。

[0067] 本発明を詳細に、また特定の実施態様を参照 して説明 したが、本発明の範

囲と精神を逸脱することなく、様々な修正や変更を加えることができること

は、当業者にとって明らかである。

本出願は、 2 0 0 年 7 月 8 日出願の日本特許出願 2 0 0 - 5 5 9 2

4 に基づくものであり、その内容はここに参照として取り込まれる。

産業上の利用可能性

[0068] 上記説明では、 2 枚の緩衝材を同 じガラス基板上に並設させる場合につい

て説明 したが、これに限らず、例えば、 3 枚以上の緩衝材を配置させる構成

としても良いのは勿論である。

[0069] また、上記説明では、薄型ディスプレイ装置に用いられる多数のガラス基

板を積層する場合の梱包構造について説明 したが、これに限らず、ガラス基

板以外の板状に形成されたガラスを積層する場合にも本発明を適用すること

ができるのは言うまでもない。



符号の説明

0 4 0 ガラス梱包構造

2 0 ガラス基板

3 0 、 3 0 a ~ 3 0 f 緩衝材

3 2 、 3 2 a ~ 3 2 d 端部

3 4 a ~ 3 4 d 接触面

3 6 a 曲面

3 6 b 面取 り

3 6 c 傾斜面

3 6 d 第 1 傾斜面

3 8 d 第 2 傾斜面



請求の範囲

[ 請求項 1] 積層 された板状の複数のガラスと、各 ガラスの積層面間に複数枚揷

入されたシ一 卜状の緩衝材 と、 を有するガラス梱包構造であ って、

前記緩衝材は、前記 ガラスの積層面 よ りも小さい面積 を有 し、複数

の緩衝材は、隣 り合 う緩衝材の各端部が重な らないように配置 し、

前記複数の緩衝材の 」 I S P 8 1 1 8 に基づ く厚 さをそれぞれ

t ~ t n ( n は緩衝材の枚数であ り、 2 以上の整数）、前記 n 枚 の

緩衝材の厚 さ算術平均値 を t a v e、前記複数の緩衝材の厚 さ t ，~ t n

の うち最大値 を t ma x、最小値 を t m i n とするとき、

[数 1]

t m a x — t a e I ≤ 0 . 1 X t a e

及び

[数 2]

I a e - t m i ≤ 0 . 1 2 X t a e

を満足 し、

隣 り合 う緩衝材の端部同士の間隔が、 0 ~ 2 O m m であるガラス梱

包構造。

[ 請求項2] 前記緩衝材の前記 ガラスに接する端部の先端の厚 さが、 J I S P

8 1 1 8 に基づ き測定された前記緩衝材の厚 さよ りも薄い請求項 1

に記載のガラス梱包構造。

[ 請求項3] 前記緩衝材の端部 は、前記 ガラスに接する接触面 に対 して 9 0 ° 以

上の方向に湾曲する曲面が形成 される請求項 1 または 2 に記載のガラ

ス梱包構造。

[ 請求項4] 前記緩衝材の端部 は、前記 ガラスに接する接触面 に対 して 9 0 ° 以

上の方向に傾斜する傾斜面が形成 される請求項 1 または 2 に記載のガ



ラス梱包構造。

[ 請求項 5] 前記緩衝材の端部 は、角部が前記 ガラスに接する接触面 に対 して 9

0 ° 以上の方向に傾斜するように面取 りされている請求項 1 または 2

に記載のガラス梱包構造。

[ 請求項 6] 各緩衝材の端部同士の突 き合わせ部 は、隣 り合 う各 ガラスの積層面

に対 して異なる位置 に形成 されるようにず らした請求項 1 乃至 5 の何

れか一項 に記載のガラス梱包構造。

[ 請求項7] 前記緩衝材は、紙 または樹脂 フ イル ム によ り形成 される請求項 1 乃

至 6 の何れか一項 に記載のガラス梱包構造。

[ 請求項8] 積層 された板状の複数のガラスと、各 ガラスの積層面間に複数枚揷

入されたシ一 卜状の緩衝材 と、 を有するガラス梱包方法であ って、

前記緩衝材は、前記 ガラスの積層面 よ りも小さい面積 を有 し、複数

の緩衝材は、隣 り合 う緩衝材の各端部が重な らないように配置 し、

前記複数の緩衝材の 」 I S P 8 1 1 8 に基づ く厚 さをそれぞれ

t ~ t n ( n は緩衝材の枚数であ り、 2 以上の整数）、前記 n 枚 の

緩衝材の厚 さ算術平均値 を t a v e、前記複数の緩衝材の厚 さ t ，~ t n

の うち最大値 を t ma x、最小値 を t m i n とするとき、

[数 3]

及び

[数4]

- t ≤ 0 2 X t

を満足 し、

隣 り合 う緩衝材の端部同士の間隔が、 0 ~ 2 O m m であるガラス梱



包方法。

[ 請求項 9] 前記緩衝材の前記 ガラスに接する端部の先端の厚 さが、 J I S P

8 8 に基づ き測定された前記緩衝材の厚 さよ りも薄い請求項 8

に記載のガラス梱包方法。

[ 請求項 10 ] 前記緩衝材は、紙 または樹脂 フ イル ム によ り形成 される請求項 8 ま

たは 9 に記載のガラス梱包方法。

[ 請求項 11] 前記緩衝材の端部 は、角部が前記 ガラスに接する接触面 に対 して 9

0 ° 以上の方向に傾斜面 または曲面が形成 されるように予め加工 され

ている請求項 8 または 9 に記載のガラス梱包方法。

[ 請求項 12 ] 各緩衝材の端部同士の突 き合わせ部 は、隣 り合 う各 ガラスの積層面

に対 して異なる位置 に形成 されるようにず らした請求項 8 乃至 1 1 の

何れか一項 に記載のガラス梱包方法。
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